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東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う 

財物賠償に関する意見書 (案) 

 

 

上記の議案を、別紙のとおり地方自治法第 109 条の 2 第 5 項及び会議規

則第 14条第 3項の規定により提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う 

財物賠償に関する意見書 (案) 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う土地・家屋などの財物の賠償基準

が示されたが、その内容は被災者の考えと著しくかい離したものとなっている。 

発災以来、１年６カ月を経過したが、国の示す財物賠償では被災者の生活再

建は不可能に近く、今後の生活設計が成り立たない状況にある。 

よって、本議会は下記について財物賠償基準の明示及び見直しを強く求める。 

 

記 

１ 現在の土地・家屋に関する財物賠償基準では生活再建が不可能であり、経 

年減価を考慮せず再調達価格で賠償すること。 

２ 損壊家屋の長期間放置に伴う被害拡大の賠償を行うこと。 

３ 登記の有無にかかわらず、現存するすべての建物及び収容動産を賠償する 

こと。 

４ 事業用資産の賠償基準を早急に示すこと。 

５ 津波被害における残置した財物の賠償基準を示すこと。 

６ 避難区域内の賠償に格差をつけないこと。 

７ 避難生活の長期化に伴い、紛争審査会の開催は継続すること。 

 

以上地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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